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[bookmark: _Toc138077440]第１　事業目的
　本事業は、中小企業の事業承継の取組の推進を支援するため、東京都（以下「都」という。）が、取扱金融機関と連携し、事業承継に取り組む中小企業の私募債を活用した資金調達と事業承継を支援する事業です。


[bookmark: _Toc138077441]第２　事業内容

【本事業のスキーム図】

今回、公募により募集
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１　取扱金融機関
　　取扱金融機関は、次に掲げる事項を行うことを役割とします。
（１）取扱金融機関は、自らの責任において私募債発行に関する審査を行い、第２　２に定める補助対象事業者（以下「補助対象事業者」という。以下同じ。）の私募債引受を行うものとします。なお、私募債の発行条件は取扱金融機関の定めによるものとします。
（２）取扱金融機関は、補助対象事業者が都に私募債を活用した事業承継の取組支援補助金（以下「本補助金」という。）の交付申請を行う際、申請に必要な書類一式を確認し、記載内容に誤りがない旨を記載した確認書を作成の上、原則として都に提出するものとします。
（３）取扱金融機関は、中小企業から本補助金への申請見込のある私募債の申込みがあった場合、案件の進捗を定期的に都へ報告することとします。
（４）取扱金融機関は、必要に応じて都と別途協定を締結するものとします。

２　補助対象事業者
　　本事業の補助対象事業者は、次に掲げる条件をいずれも満たす中小企業とします。
（１）会社法（平成十七年法律第八十六号）で定義する会社であって、中小企業信用保険法（昭和二十五年法律第２６４号）第２条第１項に該当すること。
（２）補助申請時点から起算して３年前の日が属する会計年度の初めの日以降にアからウのいずれかの支援機関による事業承継支援又はエの認定を受け、事業承継に取り組んでいる法人であること。本制度の補助対象とする支援事業等の詳細については第３　３に定める。
　　　ア　公益財団法人東京都中小企業振興公社
イ　東京商工会議所内のビジネスサポートデスク
ウ　認定経営革新等支援機関
エ　都道府県が行う経営承継円滑化法の認定
（３）東京都内に事業所を有する法人であること。
（４）取扱金融機関が直接引受者となり私募債を発行すること。
（５）以下の事業を営んでいないこと。
ア　宗教教育その他宗教活動に該当する事業
イ　政治活動に該当する事業
ウ　違法若しくは適法性に疑義のある事業又は公序良俗に問題のある事業
エ　公的な資金の使途として社会通念上、不適切であると判断される事業（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）により定める風俗営業など）
オ　連鎖販売取引、ネガティブ・オプション(送り付け商法)、催眠商法、霊感商法など公的資金の補助先として適切でないと判断される事業
（６）現在かつ将来にわたって、暴力団員等（東京都暴力団排除条例（平成２３年東京都条例第５４号）第２条第２号に規定する暴力団、同条第３号に規定する暴力団員及び同条第４号に規定する暴力団関係者をいう。以下「暴力団員等」という。）に該当しないこと、暴力団員等が経営を支配していると認められる関係等を有しないこと及び暴力的な要求行為等を行わないこと。
（７）法令等で定める租税についての未申告、滞納がないこと。
（８）本事業による私募債発行に関して、他の補助金を受給していないこと。

３　東京都
都が行う事項は、次のとおりです。
（１）取扱金融機関を指定
（２）支援機関及び当該機関から支援又は認定を受けていることの確認書類を指定
（３）取扱金融機関と本制度の実施に必要な事項について、必要に応じて別途協定等を締結するとともに、必要な要綱等を制定
（４）予算の範囲内において、本補助金により、補助対象事業者が私募債発行時に要する費用の一部を補助
（５）取扱金融機関に対する本補助金の予算執行状況の連絡（月１回程度）
（６）補助対象事業者への本補助金の交付に関する検査

４　事業の実施期間
本事業の実施期間は、事業の開始日から令和６年３月３１日までの期間とします。
ただし、補助対象事業者から都への本補助金交付申請は令和６年２月２８日までに行うこととし、補助対象の私募債が同年３月３１日までに発行される必要があります。

５　事業規模
本事業が想定する事業規模は、以下のとおりです。
・本補助金の予算額　　40,000千円
・令和５年度補助件数　概ね20件を予定

６　補助条件及び対象費用
　　本補助金は、補助対象事業者が私募債発行時に負担する費用の２分の１以内の額を補助するものです。１件当たりの補助金の上限額は200万円となります。
ただし、対象とする費用は、株式会社証券保管振替機構に支払う手数料を除き、かつ保証料や利息等を除く発行時のみに発生する費用であって、あらかじめ取扱金融機関が都に申し出を行い、都の承認を得た手数料項目とします。
なお、消費税及び地方消費税相当額は補助対象経費から除外します。


[bookmark: _Toc138077442]第３　本事業の実施に当たっての留意事項
１　相互交流・連携
取扱金融機関は、本事業を実施するに際し、都と相互に課題やノウハウを共有し、連携を深めるための情報共有・相互交流の機会創出に努めなければなりません。

２　状況報告
取扱金融機関は、以下のとおり状況報告を行うこととします。
（１）取扱金融機関は、中小企業から本補助金への申請見込のある私募債発行の申込みを受けた場合、速やかに都へ報告するものとします。報告事項については基本的に以下のとおりとし、都と協議の上、必要な事項を適宜修正できるものとします。
　　・管理番号（例：申し込み順に１から付番）
　　・事業者住所（区市町村名まで）
　　・私募債の発行予定金額
　　・補助金申請予定額
　　・実行予定日
　　・中小企業の第２　２の充足状況
　　・私募債取扱い条件の充足状況
（２）取扱金融機関は（１）による報告を行った後、毎月１日（該当日が土日祝日の場合は翌営業日）に案件の進捗を都に報告するものとします。なお、申請予定案件の数が増加するなど、頻繁な状況確認が必要な場合は、都と協議の上、報告日を増やすこととします。
（３）取扱金融機関は（１）による報告を行った案件について、本事業による本補助金の申請を行わないことが明らかとなった場合、速やかに都に報告するものとします。
（４）取扱金融機関は、都が補助対象事業者に対して実施する本補助金の検査に当たり、必要な協力を行うこととします。

３　本制度の対象となる支援機関及び確認書類について
本事業の補助対象となる支援機関及び援を受けていることの確認書類は以下のとおりとします。
	補助対象となる支援機関
	支援を受けていることの確認書類（写し）

	（１）公益財団法人東京都中小企業振興公社
	事業承継支援助成金の交付決定通知書

	（２）東京商工会議所内のビジネスサポートデスク
	事業承継支援内容証明書（様式あり）

	（３）認定経営革新等支援機関
	事業承継計画の表紙及び認定機関の所見が記載されている部分

	（４）都道府県
	経営承継円滑化法の認定書



４　その他の規程の遵守
取扱金融機関は、本募集要項に定めるもののほか、都が定める本事業の実施について必要な規程を遵守する必要があります。

５　重大な違反行為があった場合の措置
　　都は、取扱金融機関又は評価機関に、法令又はこの要項に対する重大な違反行為等があった場合、本制度の実施に当たり都が締結した協定を解除するなど、当該機関を本制度の実施主体から除外するため、必要な措置を講じることができるものとします。


[bookmark: _Toc138077443]第４　応募資格
　取扱金融機関は、次の条件をすべて満たす必要があります。
（１）東京都中小企業制度融資取扱指定金融機関であること。
（２）東京都内に本店を有する金融機関であること。
（３）東京都内において十分な人員体制や営業基盤を有しており、第２　１に掲げる事項を実施することが可能であること。


[bookmark: _Toc138077444]第５　取扱金融機関の指定の取消し
１　都は、取扱金融機関が、偽り、隠匿その他不正の手段により取扱金融機関の指定を受けた場合、及び本事業の実施期間中に第４に掲げる条件を満たさないことが認められた場合には、取扱金融機関の指定を取り消すことがあります。
２　取扱金融機関は、本事業の実施期間中に、事業の継続が困難な状況に陥るなど、取扱金融機関としての業務の継続に支障をきたすような事象が発生した場合は、速やかに都と協議してください。


[bookmark: _Toc138077445]第６　募集期間
　令和５年６月２１日(水)から同年７月４日(火)午後４時まで（必着）


[bookmark: _Toc138077446]第７　質問受付期間
令和５年６月２１日(水)から同年６月２８日(水)午後４時まで（必着）
・質問を文章で、E-mailにより送付してください（様式自由）。
・回答の送付先（質問者の金融機関名・担当部署・担当者職氏名・E-mailアドレス）を、質問のメール本文中に記載してください。
・メールの件名は、「（私募債・取扱金融機関）質問」としてください。
E-mail送付先　S0000480@section.metro.tokyo.jp
・口頭による質問は、受け付けません。
・質問受付期間内にあった全ての質問及び回答は、質問者全員にE-mailにより、令和５年６月２９日(木)午後４時まで（予定）に送付します。


[bookmark: _Toc138077447]第８　応募書類
　応募に際し、都に提出する書類は次のとおりとします。

	応募書類
	必要部数
	備考

	指定申請書（様式：別紙１）
	１部
	

	私募債発行手数料内訳（様式：別紙２）
	１部
	




[bookmark: _Toc138077448]第９　応募書類の提出先
　募集期間内に、次の提出先まで郵送又は持参してください（持参の場合は要事前連絡）。
　提出先　東京都 産業労働局 金融部 金融課 債券市場担当
〒163-8001　東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 東京都庁第一本庁舎19階北側
電話 03-5320-4801（平日９時～17時）




[bookmark: _Toc138077449]第10　指定方法
１　資格確認
　　応募者が第４に掲げる応募資格を満たしているかどうかについて、確認を行います。

２　取扱金融機関の指定
　　都は、４者を上限に取扱金融機関を指定します。
　　ただし、第４に掲げる応募資格を満たしている応募者からの申請が４者を超えた場合には、別に定める取扱金融機関の指定取扱要領に基づき、４者を指定します。

３　注意事項
（１）都から追加資料の提出等を求められた場合、応募者は速やかにその対応を行ってください。
（２）指定の可否は、書面で通知します。
（３）結果に関する問い合わせ（指定しない理由等）には一切応じません。
（４）都は、予告なく本募集要項に定めるスケジュールや手続について、変更又は中止等をすることがあります。また、本募集要項に定めるスケジュールや手続の変更又は中止等によって生じるいかなる損害、損失又は費用に対し、都は一切の責任を負わないものとします。


[bookmark: _Toc138077450]第11　今後のスケジュール（予定）
	・質問受付期間
	令和５年６月28日(水)　午後４時まで（必着）

	・応募書類の受付
	令和５年７月４日(火)　午後４時まで（必着）

	・取扱金融機関の指定
	令和５年７月中旬 

	・事業開始
	令和５年７月下旬
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[bookmark: _Toc138077451]別紙１
私募債を活用した事業承継の取組支援事業　取扱金融機関の指定申請書

私募債を活用した事業承継の取組支援事業に係る取扱金融機関として指定を受けたく、申請いたします。

	＜金融機関概要＞

	住所
法人名
代表者名
	



	都内店舗数
(法人融資取扱い有人店舗)
	

	＜担当者連絡先＞

	担当者
(所属・職・氏名）
	

	Tel
	

	E-mail
	




「私募債を活用した事業承継の取組支援事業」取扱金融機関募集要項（以下「募集要項」という。）第４に記載の応募資格の条件をいずれも満たすことを以下のとおり確認しました。
☐　東京都中小企業制度融資取扱指定金融機関であること。
令和４年度東京都中小企業制度融資　融資実行金額：　　　　　　　百万円
☐　東京都内に本店を有する金融機関であること。
☐　東京都内において十分な人員体制や営業基盤を有しており、募集要項第２　１に掲げる事項を実施することが可能であること。
※ 確認した各事項の□にチェックを入れてください。
※ 令和４年度における東京都中小企業制度融資の融資実行金額（単位未満を四捨五入）を記入してください。


[bookmark: _Toc135749637][bookmark: _Toc138077452]別紙２
本事業における私募債業務申請書
（私募債発行手数料内訳）

本事業において、当金融機関が取り扱う私募債の手数料は以下のとおりです。


補助対象手数料
　「私募債を活用した事業承継の取組支援事業」取扱金融機関募集要項（以下、「募集要項」という。）第２の６で定める補助対象経費の名称は以下のとおりとして申請いたします。
　また、顧客へ発行する領収書には、内訳を記載し、補助対象経費を明らかにいたします。
	手数料名称
	発生時期
	備考

	財務代理手数料
	私募債発行時のみ
	発行額、期間により変動

	総額引受手数料
	私募債発行時のみ
	発行額により変動



補助対象外手数料
下記名称の費用は、補助対象経費といたしません。
	手数料名称
	発生時期
	備考

	新規記録手数料
	私募債発行時
	保振への支払費用

	利金支払手数料
	利払い時
	

	元金償還手数料
	元金支払時
	

	保証料
	半期毎
	

	支払利息
	半期毎
	



　※赤字は記載例です。申請書提出の際は記載例を削除の上、必要事項のご記入をお願いします。
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